
市　　税
＜対前年度比2億7,289万円の減少（△2.6％）＞

　年少扶養控除廃止の影響などにより個人市民税が
1億6,751万円（4.3％）増加したものの、企業収益の
減少などにより法人市民税は5,223万円（△7.1％）
の減少となっています。
　また、固定資産税と都市計画税は評価替えに伴う
評価額の下落などにより、合わせて3億9,246万円
（△7.4％）の減少となりました。

地方交付税
＜対前年度比44万円の増加（0.01％）＞

　普通交付税は、社会保障費など需要額の増加に加
え、基準財政収入額の減少や臨時財政対策債への振
替額の増加などの減要因が重なったため、957万円
（△0.2％）の減少となりました。
　これに対し、特別交付税は1,002万円（1.8％）増
加しました。

国・県支出金
＜対前年度比4億4,027万円の減少（△9.4％）＞

　国庫支出金は、子ども手当交付金や生活保護費負
担金などの減により3億7,962万円（△11.7％）減少
しました。
　県支出金は、ふるさと雇用再生基金事業補助金の
終了などにより6,065万円（△4.2％）減少しました。

市　　債
＜対前年度比2,076万円の減少（△0.8％）＞

　借換えにより市債収入と歳出（公債費）がそれぞれ
3億8,230万円増加していますが、これを除くと建
設事業債の減などにより4億306万円（△15.7％）減
少しました。

譲与税・交付金
＜対前年度比5,420万円の減少（△4.0％）＞

　前年度に比べて増加した交付金があったものの、
地方特例交付金の一部が個人市民税の増収を見込ん
で廃止されるなどしたため、全体としては昨年度に
引き続き減少となりました。

　平成24年度の決算がまとまりました。
　決算は、自治体の予算執行や財政運営を
明らかにするもので、自治体の家計簿とい
えるものです。
　市民の皆さんからいただいた大切な税金
などの収入がどのくらいあって、どのよう
に使われたのかを見てみましょう。

平成24年度

決算報告
～行田市の家計簿をお知らせします～

一般会計歳入の特徴

>

>

>

>>

一般会計 歳入 総額一般会計 歳入 総額
264億9,414万円264億9,414万円

（前年度比 △1.8％）
※借換債を除く実質的な増減 △3.2％

103億7,870万円
（39.2%）

【121,178円】

46億5,764万円
（17.6%）
【54,381円】

42億4,584万円
（16.0%）
【49,573円】

25億4,216万円（9.6%）
【29,681円】

16億3,272万円（6.2%）【19,063円】

13億1,226万円（4.9%）【15,322円】

6億1,889万円（2.3%）【7,226円】

11億593万円（4.2%）【12,913円】

市民１人当たり歳入計　３０９，３３７円
※グラフの【　】の数値は、市民１人当たりの額です。

市　税

国・県支出金

地方交付税

市　債

繰越金

譲与金・交付金

負担金・使用料
その他
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消防費
＜対前年度比4,923万円の増加（5.1％）＞

◦消防自動車整備事業……………………7,066万円

その他
＜農業費＞
◦地産地消推進事業…………………………203万円
◦田んぼアート米づくり体験事業…………800万円
◦農道および農業用排水路整備事業……9,975万円
＜商工費＞
◦起業家支援事業…………………………1,666万円
◦行田市B級グルメ大会開催補助事業……248万円
◦「のぼうの城」を核とした行田市魅力アップ事業……3,436万円

一般会計歳出の主な事業
民生費
＜対前年度比1,044万円の減少（△0.1％）＞

◦子ども医療費支給事業…………… 2億4,784万円
◦安心生活創造事業……………………… 282万円
◦障害者自立支援給付事業………… 8億2,581万円
◦「ながちか体操」普及啓発事業………… 149万円
◦子ども手当および児童手当支給事業……13億5,135万円
◦生活保護事業………………………12億2,953万円

総務費
＜対前年度比3億6,995万円の減少（△9.5％）＞

◦市庁舎耐震補強等事業…………… 3億9,138万円
◦市内循環バス運行事業…………………7,445万円
◦住宅用太陽光発電システム設置補助事業………1,952万円
◦住宅用高効率給湯器設置補助事業…… 200万円
◦防犯灯設置費補助事業（LED化）…………7,758万円
◦市税等電話催告業務委託事業………… 627万円

土木費
＜対前年度比2億9,503万円の減少（△9.1％）＞

◦道路新設改良・維持事業…………… 6億808万円
◦幹線道路整備事業………………………4,030万円
◦河川等改修・維持管理事業……… 1億6,633万円
◦総合公園ジョギングコース整備事業…1,838万円
◦森づくり環境再生事業………………… 380万円

教育費
＜対前年度比3億4,052万円の減少（△11.2％）＞

◦少人数学級編制事業……………………9,158万円
◦小学校英語活動事業…………………… 294万円
◦英語指導助手配置事業…………………4,621万円
◦幼稚園就園奨励事業……………………9,245万円
◦地域公民館（6館）耐震診断事業………1,066万円
◦図書館蔵書整備事業……………………2,600万円
◦総合公園テニスコート整備事業………5,794万円

衛生費
＜対前年度比1,723万円の減少（△1.1％）＞

◦健康づくり推進事業……………………… 91万円
◦休日急患診療事業………………………1,659万円
◦予防衛生事業……………………… 1億9,475万円
◦ごみ処理事業（可燃・不燃）……… 5億4,935万円
◦資源リサイクル事業……………………9,464万円
◦し尿処理事業……………………… 1億4,795万円

>

>

>

>

>

>

>

一般会計 歳出 総額
247億6,761万円
一般会計 歳出 総額
247億6,761万円

89億3,125万円
（36.1%）

【104,279円】

35億2,829万円
（14.2%）
【41,195円】

31億4,073万円（12.7%）【36,670円】

29億5,394万円（11.9%）【34,489円】

27億1,450万円（11.0%）【31,694円】

15億4,830万円（6.2%）【18,077円】

10億969万円（4.1%）【11,789円】

9億4,091万円（3.8%）
【10,986円】

市民１人当たり歳出計　２８９，１７９円
※グラフの【　】の数値は、市民１人当たりの額です。

民生費

総務費

衛生費

消防費

その他

（前年度比 △2.3％）
※借換債を除く実質的な増減 △3.8％

土木費

公債費

教育費
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